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 工事請負契約の履行に当たって不誠実な行
為があり、工事受注者として不適当であると
認められる者でないこと。
 本工事に係る設計業務等の受注者又は当該
受注者と資本若しくは人事面において関連が
ある建設業者でないこと。
なお、「本工事に係る設計業務等の受注者」
とは、次に掲げる者である。
・保全工事に係る事務処理業務の受注者
（平成26年11月14日入札公告）
・保全工事に係る発注支援業務の受注者
（平成26年11月14日入札公告）
また、「当該受注者と資本若しくは人事面
において関連がある建設業者」とは、次
の又はに該当するものである。
 当該受注者の発行済株式総数の100分
の50を超える株式を有し、又はその出資
の総額の100分の50を超える出資をして
いる建設業者
 建設業者の代表権を有する役員が当該
受注者の代表権を有する役員を兼ねてい
る場合における当該建設業者

 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者又はこれに準ずる者でないこと。
 以下に定めるいずれかの届出の義務があ
り、当該義務を履行していない建設業者でな
いこと。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48
条の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第
７条の規定による届出の義務

 企業の施工実績
平成16年度以降において、別に定める施工
実績を有する者であること。詳細は入札説明
書による。
 配置技術者
各工事区分毎に有資格者等の技術者を配置
すること。詳細は入札説明書による。
 緊急対応体制
１）次のいずれも対応可能な体制であるこ
と。
 水漏れ、事故等の緊急対応が必要な場
合において、当該工区内の団地に迅速に
到着することができる緊急対応体制を構
築できること。
 24時間365日の緊急対応体制（年末年
始も含む）を構築できること。

２）一部の工事の受注者は、同一エリア内の
他工区の小規模修繕を請負った者が事情に
より工事を行えなくなった等による場合、
バックアップ体制が構築できること。詳細
は入札説明書による。

３）一部の工事の受注者においては、緊急事
故受付業務は指定団地の24時間365日の緊
急事故受付体制を構築すること。なお、緊
急事故通報受付業務は、別の者に委託する
ことができる。詳細は入札説明書による。

３ 総合評価に関する事項
 入札参加者は「価格」、「企業の技術力」、「予
定配置技術者」、「施工計画」、「災害時対応」及
び「施工体制」をもって入札するものとし、
入札価格が予定価格の制限範囲内である者の
うち、によって得られた数値（以下「評価
値」とする。）の最も高い者を落札者とする。
なお、評価値の最も高い者が２者以上ある
ときは、くじ引きにより落札者となるべき者
を決定する。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限内で、発注者の求める
最低限の要求要件を全て満足した他の者のう
ち、評価値の最も高い者を落札者とすること
がある。
 評価値は、価格評価点、技術評価点及び施
工体制評価点を合算した数値とし、次の式に
より算出する。なお技術評価点の最高点数は
50点、施工体制評価点の最高点数は30点とす
る。
評価値＝価格評価点＋技術評価点＋施工体
制評価点
価格評価点＝100×（１－入札価格※／予定
価格）
※空家修繕工事（空家修繕工区がある場合）
と小修理工事（複数の工事区分がある場合
はその総額）の合計による入札価格

 技術評価点の対象となる評価項目は以下の
とおり。
 企業の技術力
 予定配置技術者
 施工計画
 災害時対応

 施工体制評価点の対象となる評価項目は以
下のとおり。
 品質確保の実効性
 施工体制確保の確実性
 上記及びの評価項目の詳細は入札説明
書による。

４ 入札手続等
 入札説明書の交付期間、場所及び方法
交付期間：平成27年３月19日（木）から平
成27年６月22日（月）まで
※ＵＲ都市機構ホームページからダウン
ロードすること。
http://www.ur-net.go.jp/orders/central/
order.html

 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
提出期間：平成27年３月19日（木）から平
成27年４月10日（金）（競争参加資格の確
認の基準日という。）までの土曜日及び日
曜日を除く毎日、午前10時から午後５時
まで。
提出場所：独立行政法人都市再生機構中部
支社住宅経営部ストック技術チーム 電
話0529683392
提出方法：持参又は郵送（提出期間の消印
有効）によること。（電送によるものは認
めない。）

 入札の日時及び入札書の提出方法
入札書到着締切日時：平成27年６月23日

（火）午後５時
提出方法：書留郵便による郵送により提出
すること。持参又は電送によるものは受
け付けない。
宛先：〒4608484 愛知県名古屋市中区錦
三丁目５番27号 独立行政法人都市再生
機構中部支社総務部経理チーム

 開札の日時及び場所
日時：平成27年６月24日（水）～平成27年
７月２日（木）
場所：〒4608484 愛知県名古屋市中区錦
三丁目５番27号 独立行政法人都市再生
機構中部支社総務部経理チームにおいて
行う。
※入札は郵送による事前受付のみとし、開
札時の立会いは不要とする。
なお、詳細は、「競争参加資格確認通知」
と併せて連絡する。

 当機構中部地区における平成27・28年度の
一般競争参加資格について、保全建築、保全
土木、造園、電気及び管の全ての認定を受け
ていること。（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、中部支社長が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再審査により再認定を受け
ていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、当機構から本件工事の施工場所
を含む区域を措置対象区域とする指名停止を
受けていないこと。

 総合評価に係る「施工計画に関する提案書」
等が適正であること。
 調査基準価格未満で落札した場合には、主
任技術者又は監理技術者と同等の資格要件を
有する専任の技術者を１名以上追加配置でき
ること。詳細は入札説明書による。
なお、追加配置する専任の技術者名簿につ
いては、３に示す資料提出時に資格要件等
の確認ができる書類を添付して報告するこ
と。
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